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ははじじめめにに  

本研究は，経済的利益の創出と社会課題の解決の両立を志向するオープンイノベーション 2.0（以下，

両立型 OI 2.0）において，大企業における担い手としての個＝新たな行為主体「人際（じんざい）」を

理論的に提示するものである。先行研究の整理を通じて，企業内の OI の担い手に関する理論的空白を

特定し，フィランソロピー，CSV，SDGs，ESG，DX の文脈から「人際」の必要性と特性を位置づけた。 

「人際」とは，産学官地域連携のエコシステムにおいて共創を自律的に駆動し，制度や文化を越境し

て両立型価値を実装する能動的媒介者である。「人際」という行為主体の特性と存立の条件を構造的に

捉え直し，その解像度を高めていくことは，両立型 OI 2.0 の理論的深化と実践的展開の双方において

不可欠である。 

 

11  先先行行研研究究のの整整理理  

11--11  環環境境変変化化にに対対すするる企企業業経経営営ととイイノノベベーーシショョンンのの担担いい手手のの変変化化ににつついいてて  

企業は環境変化に対応し，持続的な競争優位を確保するために，経営のあり方とイノベーションの担

い手を段階的に変化させてきた。 

経営史研究の泰斗チャンドラー（1962; 1977a；1977b; 1990）によれば，近代企業成立以前の主要産

業が商業や農業であった時代は，市場による「見えざる手」が支配的であった。しかし近代企業成立以

降，産業の中心は工業となり，大量生産・大量流通を支える垂直統合型の大企業が登場した。ここでは

生産・流通・マネジメントへの三位一体的投資を通じて，専門の俸給経営者が組織能力を構築し，「見え

る手」による経営形態へと転換した。さらに近年では，産業の中心は情報へと移り，情報革命とオープ

ン・イノベーションの潮流を背景に，企業の内外を越えて知と人材をつなぐ「つなぐ手」が重視されて

いる。 

一方，シュンペーター（1926; 1942）はイノベーションを新結合として位置づけ，担い手の変化を二

段階で描いた。すなわち，個人の創造性に依拠する「企業家（マーク I）」から，大企業内部の専門家チ

ームによる「組織的創出（マークⅡ）」への移行である。 

これらを統合的に捉えると，企業は環境変化に応じて経営の姿勢とイノベーションの担い手を変化さ

せてきたことがわかる。そこで本研究は，現代の環境変化のもとで「イノベーションの担い手は誰か」

という問いを改めて提起する。株主価値の最大化を超えて，経済的利益の創出と社会課題の解決の両立

が求められる今日において，大企業内部の個に焦点を当て，OI 2.0 における理論的空白を踏まえた新た

な概念として「人際（じんざい）」を検討する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1環境変化に応じた企業経営の変化の変遷とシュンペーターのイノベーション論 

 
出所：山田(2024)，筆者作成 
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11--22  ククロローーズズドド・・イイノノベベーーシショョンンかかららオオーーププンンイイノノベベーーシショョンン論論のの変変遷遷  

企業は，環境変化に適応するために，経営のあり方や担い手だけでなく，イノベーションの形態も変

化させてきた。現代における主要な枠組みは，オープン・イノベーション（OI）とイノベーション・エ

コシステム（IE）である。 

OI は Chesbrough（2003）により提唱され，従来のクローズド・イノベーション（CI）に代わる新しい

研究開発の方法として注目された。その後の展開を整理すると，①企業主導・経済的利益中心の OI 1.0，

②産学官の重層的連携を含む OI 1.5（Chesbrough et al., 2006, 2014），③社会課題解決と経済的価値

の両立を志向する OI 2.0（European Commission, 2013）へと進化してきた。 

さらに，Moore（1993）に端を発する IE 研究は，当初は中核企業を中心とした安定的な利益追求を強

調していたが，その後は多様なステークホルダー間の関係性と連携の仕組みを分析する方向へと発展し

ている。すなわち，OI 2.0 と IE はいずれも，共創とネットワーク構造の重視という点で交差している

（表 1）。 

 
表 1：クローズド・イノベーションと OI およびエコシステム概念の変遷 

 
出所：山田(2025),筆者作成   

 

11--33「「両両立立時時代代」」（（経経済済的的利利益益＋＋社社会会課課題題解解決決））へへのの転転換換  

企業の役割は長らく株主利益の最大化に置かれ，経済的利益の創出が競争優位の主要な源泉とみなさ

れてきた。しかし近年では，経済的利益と社会課題の解決を統合的に追求する経営へと転換しつつある。

株主資本主義の論理（Friedman, 1962, 1970）は，CSRやフィランソロピーを経て，CSV（Porter & Kramer, 

2011），ESG 投資，SDGs へと発展し，社会課題対応を競争優位の源泉として位置づける枠組みを形成し

た。CSR が事業活動から切り離された「余剰の還元」として理解されていたのに対し，CSV は中核事業と

社会課題解決を統合し，経営戦略そのものに社会性を組み込む方向へと転換を促した。こうした変化は，

企業経営における価値創造の枠組みを再定義するとともに，ステークホルダー資本主義の潮流を後押し

している。 

イノベーション研究においても，同様の変化が見られる。クローズド・イノベーション（CI）から，

OI 1.0（Chesbrough, 2003; Chesbrough et al., 2006），さらに OI 1.5（Chesbrough et al., 2014）

を経て，経済的利益と社会課題解決の両立を志向する OI 2.0 のイノベーション・エコシステムへと展

開されてきた（European Commission, 2013）。このように，経営理論とイノベーション研究の双方にお

いて，「両立」を軸とする新しい時代区分が形成されつつある。 

 

11--44  イイノノベベーーシショョンンのの担担いい手手ととししててのの企企業業内内のの個個にに担担いい手手にに関関すするる研研究究  
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企業内のイノベーションの担い手に関する先行研究としては，イントラプレナー(Pinchot，1985)，

Chesbrough et al.（2024）が提示した 6類型，ライセンスマネジャー（Chesbrough et al.2024），ゲー

トキーパー（Allen，1977），ブローカー（Burt, 1992），テクノロジー・ブローカー（Hargadon & Sutton，

1997），インタープレナー（Richter & Teramoto，1995），バウンダリー・スパナー（Aldrich & Herker，

1977）などが挙げられる。これらはいずれも経済的利益の創出を主要な目的とし，社会課題の解決は副

次的なもの，あるいはコスト要因として位置づけられてきた。言い換えれば，担い手像は経済合理性を

軸に構築されており，社会的価値創出を積極的に説明する枠組みは提示されてこなかった。 

こうした議論は，CI，OI 1.0，OI 1.5といった段階に対応する担い手として整理できる。しかし，経

済的利益と社会課題の解決を統合的に追求する両立型 OI 2.0 においては，依然として理論的空白が存

在している。この空白を埋めることこそが，本研究の中心的課題であり，新たな担い手概念「人際（じ

んざい）」を提示する意義につながる（表 2）。 

 
表 2：OI の進化段階と企業内のイノベーションの担い手の整理（理論的空白の可視化） 

 

 
 

出所：筆者作成 

 

22  ままととめめ：：理理論論的的空空白白のの明明示示とと今今後後のの展展望望  

本研究は，両立型 OI 2.0 における担い手の理論的空白を明らかにするため，企業経営における経済

的利益と社会課題解決の両立に関する理論的枠組み（フィランソロピー，CSR，CSV，ESG，SDGs，OI 2.0）

ならびに企業内の担い手研究を整理した。その結果，以下の 3 点が導かれた。第 1 に，社会的価値は，

企業価値向上を含む経済的利益の源泉として認識されるようになった。第 2 に，両立の実現には，技術

革新のみならずルール形成や制度設計の重要性が増している。第 3 に，OI 2.0 を推進する個人の概念

は，依然として理論的に十分位置づけられていない。 

以上を踏まえ，本研究は，企業における OI 2.0 の担い手としての個を新たに「人際（じんざい）」と

定義する。人際とは，社会的価値と経済的価値を同時に内包し，企業内外の制約を越えて共創を推進す

る存在である。 

近年，国内各地で OI 2.0 を志向するイノベーション拠点が設立され，スタートアップと大企業との

協働をはじめ，産学官市民連携による多様な共創実践が進展しつつある。今後，これらの取り組みの成

果が一層問われる中で，その担い手としての人際の特性と存立要件を構造的に把握することは，両立型

OI 2.0 の理論的深化と実践的展開を切り拓くための核心的課題である。 
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